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1．調査概要 

（１）調査の主旨 

移住に関するアンケート調査は、移住希望者を対象にしているものがほとんどである。今

調査では受け入れ側である自治体を対象にアンケート調査を行う。その結果を過去の移住

希望者に対する調査と比較し、自治体の取り組みと移住希望者のニーズの相違やギャップ

を把握することで、今後の移住促進につなげる。 

 

（２）調査対象 

JOIN自治体会員（1,494） 

 

（３）調査方法 

メールを送付しアンケートフォーム入力にて回収 

 

（４）調査期間 

2021 年 3 月 17 日～2021 年 3月 26日 

 

（５）有効回答数 

280 件 
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（６）アンケート設問一覧 

  設問 回答形式 

Q1 移住施策の取り組みについて － 

Q1-1 移住希望者が望む支援や補助について列記したものです。 

貴自治体の実施状況や取り組み状況について伺います。 

－ 

  移住者への引っ越し費用（敷金礼金含む）の補助 単一回答 

  移住者への自宅購入費用の補助 単一回答 

  移住者への一定期間の家賃補助 単一回答 

  貴自治体独自の子どもの医療費支援 単一回答 

  移住者への古民家や宅地の無償譲渡制度 単一回答 

  移住者への資金補助(使途限定なし) 単一回答 

  移住者への増改築やリフォームの費用補助 単一回答 

  移住者への固定資産税などの税金を一定期間免除する制度 単一回答 

  赤ちゃん一時預り所などの保育支援 単一回答 

  入所料金無料などの保育料支援 単一回答 

  学童保育無料などの支援 単一回答 

  出産祝い金などの制度 単一回答 

  不妊治療などへの助成 単一回答 

  空き家バンク制度 単一回答 

  冷暖房などの設備費用補助 単一回答 

  起業への資金支援 単一回答 

  学校給食無料の制度 単一回答 

  宿泊費補助などのお試し移住制度 単一回答 

  首都圏までの交通費補助 単一回答 

  結婚・カップル支援制度 単一回答 

  移住者への習い事費用の資金補助 単一回答 

  伝統工芸の習得支援 単一回答 

  就農林水産業者への資金支援 単一回答 

  店舗出店の資金援助 単一回答 

  高齢者への交通費支援 単一回答 

  就農林水産業の数年間のお試し期間制度 単一回答 

  起業を支援するセミナーなどの制度 単一回答 

  都市部での移住相談窓口の開設 単一回答 

  家庭への緊急通報システムの設置 単一回答 

  販路開拓の支援 単一回答 



5 

 

Q2 コロナ禍の移住に関する動向について － 

Q2-1 「移住」に関し、貴自治体はどのような傾向にありますか？ 複数回答 

Q2-2-1 令和２年度の移住相談件数を教えてください（電話、メールを含

む） 

自由回答 

Q2-2-2 令和元年度の移住相談件数を教えてください（電話、メールを含

む） 

自由回答 

Q2-3-1 令和２年度の空き家の利用希望に関する相談件数を教えてくだ

さい。 

自由回答 

Q2-3-2 令和元年度の空き家の利用希望に関する相談件数を教えてくだ

さい。 

自由回答 

Q2-4-1 令和２年度、支援策を利用して移住してきた人数を教えてくださ

い 

自由回答 

Q2-4-2 令和元年度、支援策を利用して移住してきた人数を教えてくださ

い 

自由回答 

Q2-5 移住施策を進めるにあたって、難しいと感じていることは何です

か？（100 字以内） 

例：移住向け受入れ対応者の不足、移住推進に関する企画力、提

案力不足、都会とのコネクション、機会不足など 

自由回答 

Q2-6-1 若年層の Uターン、I ターンの促進など、若年層に向けた取り組

みを行っていますか？ 

単一回答 

Q2-6-2 「はい」と答えた方：具体的にどのような取り組みを行っていま

すか？（100 字以内） 

自由回答 

Q2-6-3 「はい」と答えた方：上記の取り組みを、貴自治体では若年層向

けにどのように PR していますか？（100 字以内） 

自由回答 

Q2-6-4 若年層向け U ターン、I ターンなどの施策について、今後どのよ

うな点に力を入れていきたいですか？（100 字以内） 

自由回答 

Q2-7 ご担当者様のご意見を伺います。移住希望者が移住を意識したの

は、どのようなきっかけによるものだと思いますか？ 

複数回答 

Q2-8 ご担当者様のご意見を伺います。移住希望者が移住する際に不安

と考えていることは何だと思いますか？ 

複数回答 

Q2-9 ご担当者様のご意見を伺います。移住希望者に対し、貴自治体の

強みや魅力は何だと考えますか？ 

複数回答 

Q2-10-1 今後、地方への移住は進むと思いますか？ 単一回答 

Q2-10-2 移住するにあたって移住希望者が求めている補助は何だと思い

ますか？（100 字以内） 

自由回答 
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Q2-10-3 貴自治体の魅力はどのようなところだと思いますか？（100 字

内） 

自由回答 

Q2-10-4 ファミリー向けの移住施策について、今後どのような点に力を入

れていきたいですか？（100 字以内） 

自由回答 

Q2-10-5 企業向けの移住施策について、今後どのような点に力を入れてい

きたいですか？（100 字以内） 

自由回答 

Q3 関係人口に関する取り組みについて － 

Q3-1 関係人口拡大に向けた取り組みで、有効と考えられる施策はどれ

ですか？ 

複数回答 

Q3-2 移住を視野に入れた、関係人口に関する取り組みについて教えて

ください。 

複数回答 
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2．調査結果 

Q1．移住施策の取り組みについて 

 

Q1-1.移住希望者が望む支援や補助について列記したものです。貴自治体の実施状況や取り

組み状況について伺います。（単一回答・ｎ＝280、一部未回答あり） 

 

  実施している。 

実施したことがあ

る。 

実施の見込み、 

予定している 

実施したことは無

い。 

今後の予定もない。 

貴自治体独自の子どもの医療費支援 87.8% 0.4% 11.8% 

不妊治療などへの助成 87.5% 0.4% 12.1% 

空き家バンク制度 85.4% 3.9% 10.7% 

赤ちゃん一時預り所などの保育支援 71.8% 0.7% 27.5% 

起業への資金支援 69.6% 1.8% 28.6% 

移住者への増改築やリフォームの費用補助 66.1% 5.0% 28.9% 

就農林水産業者への資金支援 64.3% 0.7% 35.0% 

入所料金無料などの保育料支援 61.1% 1.1% 37.9% 

高齢者への交通費支援 60.4% 1.1% 38.6% 

出産祝い金などの制度 55.7% 1.1% 43.2% 

家庭への緊急通報システムの設置 55.6% 1.1% 43.4% 

移住者への自宅購入費用の補助 55.0% 5.4% 39.6% 

店舗出店の資金援助 51.1% 0.4% 48.6% 

起業を支援するセミナーなどの制度 50.7% 1.8% 47.5% 

結婚・カップル支援制度 50.4% 7.5% 42.1% 

宿泊費補助などのお試し移住制度 39.6% 10.4% 50.0% 

販路開拓の支援 38.9% 1.8% 59.3% 

学童保育無料などの支援 31.4% 1.1% 67.5% 

移住者への一定期間の家賃補助 26.8% 3.9% 69.3% 

移住者への資金補助(使途限定なし) 24.6% 3.2% 72.1% 

都市部での移住相談窓口の開設 23.9% 3.2% 72.9% 

学校給食無料の制度 23.6% 2.5% 73.9% 

移住者への引っ越し費用（敷金礼金含む）の補助 20.4% 4.6% 75.0% 

就農林水産業の数年間のお試し期間制度 15.1% 1.1% 83.9% 

冷暖房などの設備費用補助 7.5% 0.7% 91.8% 
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首都圏までの交通費補助 6.4% 1.8% 91.8% 

伝統工芸の習得支援 6.1% 0.0% 93.9% 

移住者への固定資産税などの税金を一定期間免除

する制度 

2.9% 0.4% 96.8% 

移住者への古民家や宅地の無償譲渡制度 2.1% 1.4% 96.4% 

移住者への習い事費用の資金補助 0.4% 0.0% 99.6% 
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Q2．コロナ禍の移住に関する動向について 

 

Q2-1．「移住」に関し、貴自治体はどのような傾向にありますか？（複数回答・ｎ＝280） 

移住相談、問い合わせが増えた  43.6％ 

移住者が増えた   21.8％ 

特に変化はない   55.0％ 

転出者が増えた   12.5％ 

 

Q2-2-1.令和２年度の移住相談件数を教えてください（電話、メールを含む）（自由回答・

ｎ＝280） 

令和 2 年度の平均移住相談件数 75.6 件 

 

Q2-2-2.令和元年度の移住相談件数を教えてください（電話、メールを含む）（自由回答・

ｎ＝280） 

令和元年度の平均移住相談件数 103.2 件 

 

Q2-3-1.令和２年度の空き家の利用希望に関する相談件数を教えてください。（自由回答・

ｎ＝280） 

令和 2 年度の平均空き家利用希望の相談件数 30.8 件 

 

Q2-3-2.令和元年度の空き家の利用希望に関する相談件数を教えてください。（自由回答・

ｎ＝280） 

令和元年度の平均空き家利用希望の相談件数 24.8 件 

 

Q2-4-1.令和２年度、支援策を利用して移住してきた人数を教えてください（自由回答・

ｎ＝280） 

令和 2 年度の支援策を利用して移住してきた人の平均人数 24.1 人 

 

Q2-4-2.令和元年度、支援策を利用して移住してきた人数を教えてください（自由回答・

ｎ＝280） 

令和元年度の支援策を利用して移住してきた人の平均人数 27.0 人 
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Q2-5.移住施策を進めるにあたって、難しいと感じていることは何ですか？ （自由回答・

ｎ＝280、回答は任意で一部抜粋） 

◆住宅関連 

・住宅の不足。空き家は多く、移住希望もあるのに住める家がない・少ない 

・移住者に紹介できる良質な空き家が少なく、移住者に居住先を案内できない 

・賃貸できる空き家の確保が難しい 

・空き家はあるが、それを改修する資金がなく、移住者を募りづらい 

・空き家の活用も進めているが、古い物件が多く、リフォームして住むにもかなりの費用

がかかる 

・住居の確保。賃貸物件が少なく、募集をかけるとすぐに埋まる状態。空き家バンクは移

住者と所有者の意向が合わずなかなかマッチングしない 

◆仕事 

・若者が求める雇用の場（事務系、エンジニア系、クリエイティブ職など）が地方には少

ない 

・就業先が少なく、希望する業種になかなか就けない 

◆情報発信 

・都会とのコネクションがなく PR 機会が不足している。提案力もまだ不足している 

・他自治体との差別化 

・移住検討者が移住先に求めるものの把握 

・地域における職業の分野が限定的 

・交通が不便・転出した若年層とのコネクションが弱い 

 

Q2-6-1.若年層の Uターン、I ターンの促進など、若年層に向けた取り組みを行っています

か？（単一回答・ｎ＝280） 
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Q2-6-2.Q2-6-1 で「はい」と答えた方：具体的にどのような取り組みを行っていますか？

（自由回答・ｎ＝142、回答は任意で一部抜粋） 

◆金銭的支援 

・子育て世帯への補助金 

・奨学金に対する返還支援 

・家賃や住宅取得にかかる経費の補助金の交付等 

◆相談会 

・子育て環境をテーマにしたセミナーの実施 

◆学生向け支援 

・大学生向けに地元企業とのマッチングイベント実施 

・コロナ対策事業の一環として、県外に進学した大学生に向けた特産品送付事業を行って

おり、その申請者に対して市の情報等を送る事業を実施している。また、同年代での交流

を促すことによる Uターン意識の向上を目指す「25 歳の同窓会」事業も実施予定として

いる 

・インターンシップイベントの開催、地元企業へ AI 面接の導入促進、地元高校生向けフ

ィールドスタデイの実施 

 

Q2-6-3.Q2-6-1 で「はい」と答えた方：上記の取り組みを、貴自治体では若年層向けにど

のように PRしていますか？（自由回答・ｎ＝142、回答は任意で一部抜粋） 

◆SNSの活用 

・SNS広告等による直接的 PR  

・Facebook ページ、移住スカウトサービス SMOUT、ボイスメディアアプリ Voicy  

・若者がよく活用する SNS（Twitter、Instagram、YouTube）で情報を発信 

・ソーシャルネットワークサービス（Twitter、Facebook、YouTube等）を利用し、若年

層に向けて情報発信を強化している 

◆HPや広報紙、ポスターによる周知 

・市の公式移住サイトなどで PRしている 

・ホームページや移住相談会で紹介するとともに、移住希望者購読雑誌への広告掲載を行

っている 

・インターネット広告やチラシ配布 
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Q2-6-4.若年層向け U ターン、I ターンなどの施策について、今後どのような点に力を入れ

ていきたいですか？（自由回答・ｎ＝280、回答は任意で一部抜粋） 

◆情報発信 

・奨学金返済助成制度や若者移住促進助成制度の周知を強化する 

・地域の取り組みを学校から生徒へ紹介することで、地域の特性を知り、地域の取り組み

に対する理解も深められると考えるので、今後は教育機関へ協力を依頼し、様々な取り組

みの紹介、説明に力を入れていきたい 

・学生用シェアハウス入居から本格移住した方をモデルケースとして紹介して PRしたい 

・市の移住ウェブサイトを用いて、市内で働く人についての情報発信を行うことにより、

就職や転職のタイミングで選んでもらうようにする 

◆交流機会 

・移住後の地域とのつながりを創出する「移住者サロン」等の実施 

・高校または大学を卒業すると県外へ転出してしまう若者が多数存在しているため、現役

高校生を対象としたふるさと学習や意見交換の実施 

◆仕事 

・令和 3年度、コワーキングスペース、サテライトオフィス、移住相談などを複合した施

設を開設予定。若者の UIJ ターンもメインターゲットとして、移住に関する様々な相談に

ワンストップで対応できる体制を確立 

・職業のマッチングや起業に向けた段取りをバックアップしていく体制づくり 

・地域人材と結びつける活動、IT 技術者の育成とその集積 
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Q2-7. ご担当者様のご意見を伺います。移住希望者が移住を意識したのは、どのようなき

っかけによるものだと思いますか？（複数回答・ｎ＝280）  
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Q2-8. ご担当者様のご意見を伺います。移住希望者が移住する際に不安と考えていること

は何だと思いますか？（複数回答・ｎ＝280） 
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Q2-9. ご担当者様のご意見を伺います。移住希望者に対し、貴自治体の強みや魅力は何だ

と考えますか？（複数回答・ｎ＝280） 

 

 

 

 

 

Q2-10-1. 今後、地方への移住は進むと思いますか？（単一回答・ｎ＝280） 
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Q2-10-2. 移住するにあたって移住希望者が求めている補助は何だと思いますか？（自由

回答・ｎ＝280、回答は任意で一部抜粋） 

◆住宅関連 

・住宅取得に関する補助 

・お試し移住に関する、物件提供や家賃補助 

・住宅購入やリフォーム等、住居に係る費用補助お試し移住等、移り住むまでの準備補助 

・移住時の初期費用への補助（引っ越し費用、住宅成約時にかかる敷金・礼金・仲介手数

料、制服購入などの初期費用） 

◆仕事 

・移住先での仕事（就職）先の確保 

・仕事先の紹介 

 

Q2-10-3. 貴自治体の魅力はどのようなところだと思いますか？（自由回答・ｎ＝280、回

答は任意で一部抜粋） 

◆豊かな自然 

・山、海と自然に囲まれている 

・海と山の距離が近く、四季折々のアクティビティが楽しめる 

◆子育てがしやすい 

・子育て世帯に対する補助制度が厚い 

・待機児童がいない、保育料が近隣自治体と比べて自己負担が少ない 

◆食べ物 

・食材の豊かさ 

・新鮮な海の幸が楽しめる食文化 

 

Q2-10-4. ファミリー向けの移住施策について、今後どのような点に力を入れていきたい

ですか？（自由回答・ｎ＝280、回答は任意で一部抜粋） 

◆住宅関連 

・魅力ある居住環境を整備することで、世代を問わず居住者・移住者が増えることが達成

されれば、結果としてファミリー層も増えると考える 

・分譲住宅地購入補助制度や若者世代に関する補助制度 

◆子育て支援 

・英語教育の更なる充実と親子留学（オーストラリアの姉妹校との交流、毎年のホームス

テイ、AET（Assistant English Teacher）による週２～３回の英語授業など） 

・独自の医療費助成や保育料無償化 
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Q2-10-5. 企業向けの移住施策について、今後どのような点に力を入れていきたいです

か？（自由回答・ｎ＝280、回答は任意で一部抜粋しております） 

◆ワーケーション、サテライトオフィス 

・当町独自のテレワーク、ワーケーション事業を展開し、都市部と変わらず仕事ができる

ことを体験してもらい、当町への企業誘致・移住につなげる 

・空き家を活用したサテライトオフィス整備費に対する補助制度の創設（令和 3 年度実施

予定） 

・令和２年度より温泉地域でワーケーションの体制整備を実施しているため、企業の誘致

に加え，旅館に留まらず地域を周遊する仕掛けづくりに注力していきたい 

  



18 

 

Q3．関係人口に関する取り組みについて 

 

Q3-1. 関係人口拡大に向けた取り組みで、有効と考えられる施策はどれですか？（複数回

答・ｎ＝280） 
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Q3-2. 移住を視野に入れた、関係人口に関する取り組みについて教えてください。（複数

回答・ｎ＝280） 
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3．分析 

Q1．移住施策の取り組みについて 

 

Q1-1.移住希望者が望む支援や補助について列記したものです。貴自治体の実施状況や取り

組み状況について伺います。（単一回答・ｎ＝280） 

 

今回の自治体調査で、実施か実施予定を合わせた上位 3項目は「空き家バンク制度」89.3％、

「子どもの医療費支援」88.2％、「不妊治療への助成」87.9％という結果になりました。 

2018 年に JOIN が実施した「若者の移住」調査によると、移住希望者の希望する制度の

上位 3 項目は「引っ越し費用（敷金礼金含む）の補助」24.2％、「自宅購入費用の補助」24.2％、

「一定期間の家賃補助」22.8％という結果で、移住希望者は移住する際の初期段階にかかる

住宅関連費用の補助を求めていることが分かります。 

 引っ越し費用や、住宅に関する金銭的支援を望む移住希望者に対して、自治体は「空き家

バンク制度」89.3％や「増改築やリフォーム費用助成」71.1％等、既存の不動産を長期的に

有効活用する施策を重点的に実施（予定含む）しています。また、「子どもの医療費」88.2％

や保育支援等を高い割合で実施（予定含む）していることから、自治体は子育てまでを考え

た移住希望者の受け入れを望んでいることが想定されます。 

自治体は、弥縫的に移住希望者が望む住宅関連の補助をメニューに加えるのではなく、既

存の住宅関連補助の本来の大目的から許容できるものか否か検討するとともに、自治体と

して移住希望者に何を期待しているか丁寧に説明する必要があります。  
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Q2．コロナ禍における移住に関する動向について 

 

Q2-1．「移住」に関し、貴自治体はどのような傾向にありますか？ 

Q2-2-1.令和２年度の移住相談件数を教えてください（電話、メールを含む） 

Q2-2-2.令和元年度の移住相談件数を教えてください（電話、メールを含む） 

Q2-3-1.令和２年度の空き家の利用希望に関する相談件数を教えてください。 

Q2-3-2.令和元年度の空き家の利用希望に関する相談件数を教えてください。 

Q2-4-1.令和２年度、支援策を利用して移住してきた人数を教えてください 

Q2-4-2.令和元年度、支援策を利用して移住してきた人数を教えてください 

（Q2-1は複数回答、それ以外は自由回答・ｎ＝280） 

 

移住の問い合わせ、転出者、転入者に関して「相談件数、問合せが増えた」と回答した自

治体は 43.6％、「移住者が増えた」と回答した自治体は 21.8％という結果になりました。 

一方で「特に変化はない」と回答した自治体も 55.0％であることから、移住の傾向は自治

体によって差が生じていることが推測されます。 

空き家の利用希望に関する相談件数は、令和元年度 24.8 件から令和 2 年度 30.8 件に増加

しています。 

 移住件数は令和元年度 27.0 人から令和 2年度 24.1 人に若干減少していますが、実際に移

住するまでには時間を要するので、自治体は移住相談件数が増加している機会をいかし、移

住希望者向けの施策展開や希望者へのフォローを充実させるなどして、実際の移住に結び

付けることが重要です。 

 

Q2-5.移住施策を進めるにあたって、難しいと感じていることは何ですか？ （自由回答・

ｎ＝280） 

 

「空き家が少ない」、「空き家があっても紹介できるようなきれいな住宅が少ない」、「移住

希望者と所有者のニーズが合わず、マッチングしない」など空き家関連の意見が多く挙がり

ました。また、上記のような理由により、空き家バンクに住宅の登録ができていない、もし

くは登録できていたとしても物件数が少ないという課題があります。 

 また、改修やリフォームが必要な物件が多く、それに対応できるだけの資金が不足してい

るという意見もありました。 

Q1-1 で述べた通り、移住希望者は住宅関連費用の補助を求めています。こうした状況か

ら希望者が空き家を借りたり取得したりする際に、空き家改修に関する支援を手厚くする

など、自治体が抱える課題の解消にもつながるような住宅関連の補助を検討することが必

要です。 
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Q2-6-1.若年層の Uターン、I ターンの促進など、若年層に向けた取り組みを行っています

か？（単一回答・ｎ＝280） 

Q2-6-2.Q2-6-1 で「はい」と答えた方：具体的にどのような取り組みを行っていますか？

（自由回答・ｎ＝142） 

Q2-6-3.Q2-6-1 で「はい」と答えた方：上記の取り組みを、貴自治体では若年層向けにど

のように PRしていますか？（自由回答・ｎ＝142） 

Q2-6-4.若年層向け U ターン、I ターンなどの施策について、今後どのような点に力を入れ

ていきたいですか？（自由回答・ｎ＝280） 

 

若年層の I ターン、U ターン促進について、約半数の自治体が「実施している」と回答し

ました。地元への就職を支援するための施策や、さまざまな金銭的支援を行っています。 

 PR 方法については、HP や広報誌以外に、若年層になじみのある Twitter、Instagram な

ど SNS を利用するという声が多数挙がりました。多様化する若者層の情報入手手段に注目

しながら、継続的に若者層への情報発信に力を入れていく必要があります。 

 

Q2-7. ご担当者様のご意見を伺います。移住希望者が移住を意識したのは、どのようなき

っかけによるものだと思いますか？（複数回答・ｎ＝280） 

 

自治体では「帰省先・実家があるなど地縁があるから」という理由が最も多く 73.2％でし

たが、一方で「帰省先」という回答は 6.3％（KDDI 総合研究所による調査）と、移住の受

け入れ側と希望者の間に大きなギャップが生じています。 

「コロナ禍により企業のリモートワークが増えたから」が 56.4％で第 2 位でした。一般

市民向けの調査でも、「新型コロナ＆リモートワーク」は第 3 位（KDDI 総合研究所による

調査）で、新型コロナによる働き方の変化が移住のきっかけの一つとなっていることがうか

がえます。リモートワーク関連の施策や補助を増強することが移住者や移住検討者の増加

につながると考えられます。 

 また、 45.4％の自治体が「子どもの成長や子育て」が地方移住のきっかけになると考え

ていますが、一般市民では「子どもの成長」「誕生」をきっかけとする人は合わせても 10.4％

（KDDI 総合研究所による調査）となっており、自治体と移住を希望する一般市民との間で

移住を意識するきっかけの認識にギャップが見られました。都市部に住んでいる子育て世

代にとって子どもの年齢や成長過程により、環境面において何を重視するかが異なってい

ることが推測されます。自治体は子育て世代の移住定住施策を検討する際には、何を重視し

た施策とするかを戦略的に考えることが重要です。 
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Q2-8. ご担当者様のご意見を伺います。移住希望者が移住する際に不安と考えていること

は何だと思いますか？（複数回答・ｎ＝280） 

 

「就職先がない（希望の職がない、収入が少ないなど）」が 92.5％で 9 割を超えました。 

 移住希望者の不安も、KDDI 総合研究所の調査では「働き口」 32.0％がトップとなり、

2018 年に JOIN が実施した「若者の移住」調査でも「移住先では求める給与水準にない」

が 25.6％でこちらも第 1 位となりました。仕事に関する不安の声が多く挙がっています。

移住における最大の課題は就職であり、これを解消する取り組みが必要です。 

 また、「公共交通機関」について、自治体・移住希望者ともに、「就職先」に次いで 2 位と

いう結果から、移動手段に対する不安を解消する取り組みも求められます。 

 

Q2-9. ご担当者様のご意見を伺います。移住希望者に対し、貴自治体の強みや魅力は何だ

と考えますか？（複数回答・ｎ＝280） 

 

自治体の強みは「豊かな自然があること」が 88.2％でトップとなりました。移住希望者

も、移住先で期待するライフスタイルや環境として「自然とのふれあい」（JOIN「若者の移

住」調査）、 「食べ物や水、空気がおいしい環境での生活」（KDDI 総合研究所調査）とい

った意見がそれぞれトップとなっており、自治体の強みと移住希望者が求めるものが重な

っているように見えます。 

しかしながら、それは単に自然環境が豊かであれば十分ということではなく、その豊かな

自然環境を活かして豊かな生活環境を作り上げていく必要があり、その管理にはコストが

かかることにも注意すべきです。 
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Q2-10-1. 今後、地方への移住は進むと思いますか？（単一回答・ｎ＝280） 

Q2-10-2. 移住するにあたって移住希望者が求めている補助は何だと思いますか？（自由

回答・ｎ＝280） 

Q2-10-3. 貴自治体の魅力はどのようなところだと思いますか？（自由回答・ｎ＝280） 

Q2-10-4. ファミリー向けの移住施策について、今後どのような点に力を入れていきたい

ですか？（自由回答・ｎ＝280） 

Q2-10-5. 企業向けの移住施策について、今後どのような点に力を入れていきたいです

か？（自由回答・ｎ＝280） 

 

今後、地方への移住は進むと「思う」と回答した自治体は 80.0％となりました。移住する

にあたって、自治体に移住希望者が求める補助を尋ねたところ、住宅関連という意見が多数

挙がりました。実際に、移住希望者も「引っ越し費用」「自宅購入費用」「一定期間の家賃」

等の直接的な金銭的な補助を求めています（JOIN「若者の移住」調査）が、自治体は「空

き家バンク」制度の拡充や「移住者への増改築やリフォーム費用の補助」など、自治体の住

宅関連の施策と希望者のニーズに若干乖離があるようです（Q1-1参考）。 

 ファミリー向けの施策では「住宅関連」と「子育て支援」に力を入れていきたいという自

治体が多く、教育や子育て支援の環境整備が必要だと考えられます。 

また、企業向けの取り組みについては「ワーケーション」や「テレワーク」「サテライト

オフィス」に関する回答が多く、企業が推進する働き方の多様性にマッチしています。今後

も、多くの自治体がこのような施策を整備することが推測されますが、受け入れ側として自

治体は地域の特性をいかした施策にするなど、他自治体と差別化した取り組みが必要です。 
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Q3．関係人口に関する取り組みについて 

 

Q3-1. 関係人口拡大に向けた取り組みで、有効と考えられる施策はどれですか？（複数回

答・ｎ＝280） 

Q3-2. 移住を視野に入れた、関係人口に関する取り組みについて教えてください。（複数

回答・ｎ＝280） 

 

関係人口拡大に向けた取り組みで最も有効と考えられる施策は、「来訪者の業務や仕事環

境の提供（テレワークなど）」で、62.5％でした。 

 また、実施した取り組みとしては、「オンライン相談受付やオンライン説明会を開催した」

がトップとなり、55.4％となりました。 

 関係人口に関する施策は多くの自治体で取り組んでおり、その地域ならではの視点を取

り入れた施策の展開により、自治体の個性を出していくことが求められます。 

 新型コロナ感染拡大の影響で、地域間移動が制限されることも想定されるので、今後も自

治体ではオンラインを活用した取り組みが継続すると考えられます。 
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4．総括 

  

昨今の新型コロナウイルス感染拡大の影響で、東京都では月によっては「転出超過」も起

こり始め、人口の多い都市部から密を避ける地方への移住傾向がみられます。そのため、今

回の調査では、都市部から地方への移住者や問い合わせが増加していることが予想されて

いましたが、移住希望者から自治体への平均相談件数は、令和元年度 103.2 件から令和 2 年

度 75.6 件と 27.6 件減少しています。同様に平均移住件数も令和元年度平均 27.0 人から令

和 2年度 24.1 人と 2.9 人の減少となっています。 

 ただし、移住の問い合わせ、転出者、転入者に関して、「相談件数、問合せが増えた」自

治体は 43.6％、「移住者が増えた」自治体は 21.8％、一方で「特に変化はない」自治体が

55.0％と約半数であったことから、自治体によって移住傾向にかなり差が生じていることが

推測されます。移住希望者獲得に向け、自治体間の競争が起こっていることが考えられます。 

 また、移住希望者が問い合わせから実際に移住を決定するプロセスにはかなり時間を要

するので、今は移住件数が伸び悩んでいる自治体も、移住希望者向けの施策展開や希望者へ

のフォローを充実させるなどして、近い将来の移住者増加につなげることが重要です。 

仕事関連では、2019 年 4 月からの働き方改革や新型コロナウイルスの影響で、テレワー

クやサテライトオフィスの導入、ワーケーションといった新たな働き方が注目されていま

す。これによって、転職をしなくても地方に移住することも可能になってきました。移住の

きっかけとして「リモートワークが増えた」と仕事の環境変化が多く挙げられたように、移

住の難点となっていた仕事や就職についての不安は少なくなり、今後も地方への移住傾向

が加速する可能性があります。 

移住に向けた施策では、オンラインによる相談会や就職斡旋など、時代に即した対応を行

っている自治体も多く、実際に地方に足を運ばなくても誰でも手軽に情報収集ができるよ

うになりました。これらの取り組みも地方移住に関心を持つ層が増加する一因になってい

ることが予測できます。地域の強みである「豊かな自然があること」や「子育て環境が整っ

ていること」を、オンライン説明会や SNS を通じて効果的に情報発信すれば、多くの人に

地域に関心を持ってもらえることが期待できます。今後も自治体の移住施策を、希望者の多

様化する情報入手手段に合わせて継続して情報発信をし続けることが、移住希望者ひいて

は移住者増加につながると考えられます。  

 本調査の結果が、移住希望者のニーズに合致した自治体の移住施策促進の一助となるこ

とを期待します。  
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参考資料 

 

各種機関による移住に関する市場調査  

・テーマ/主催機関 （調査期間） 

 

・「若者の移住」調査【結果レポート】/一般社団法人移住･交流推進機構（調査期間：2017

年 1月 12日～1 月 17 日） 

・地域への人の流れに関するデータ/総務省 

・コロナは移住を加速させるか︖～首都圏生活者の移住意向調査/株式会社 KDDI 総合研究

所（調査期間：2020 年 8月 26 日～8 月 28日） 

・トラストバンク、地方暮らしに関するアンケート結果を発表 東京都内の 20 代以上男女

1000 名に調査 56％が「関心あり」/株式会社トラストバンク 

(調査期間：2020 年 6月 12 日～15 日) 

・71%が「在宅勤務なら地方移住もありだと思う」と回答！働き方に関する調査結果を発表

/ウォンテッドリー株式会社 

（調査期間：2020 年 7月8日~7月14日） 

・【2020 年度 移住動向調査】有期雇用労働者（一都三県在住）の約 6 割が地方移住に 

興味あり昨年度より 11 ポイント上昇/ディップ株式会社 (調査期間：2020 年 6月 17日～

6 月 28 日) 

・2020 年卒 マイナビ大学生U ターン・地元就職に関する調査/株式会社マイナビ 

(調査期間：2019 年 3月 20 日～4月 7 日)  

・マイナビ 2021 年卒大学生 Uターン‧地元就職に関する調査/株式会社マイナビ 

（調査期間：2020 年 3月 18 日～4 月 6 日） 

・地域おこし協力隊の現状と課題/一般社団法人 移住・交流推進機構 （調査期間：2019 年

12月 18日~2020 年 1 月 24日） 

・みんなでつくる移住白書 2020/株式会社カヤック Living (調査期間：2020 年) 

・過疎地域への移住者に対するアンケート調査/総務省 （調査期間：2017 年 11月 7日～

12月 5 日） 

・新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査/内閣府

政策統括官（経済社会システム担当） （調査期間：2020 年 5月25日～6月5日） 

・移住等の増加に向けた広報戦略の立案・実施のための調査事業報告書/内閣官房まち･ひ

と･しごと創生本部事務局(調査期間：2020 年 1 月 20 日～3月 9日) 

・18 歳意識調査「第 29回地方創生」/日本財団 （調査期間：2020 年 8月 6日～8 月 9 日） 

・移住・定住アンケート調査/佐賀県三養基郡基山町 （調査期間：2020 年 10月） 

・新しい日常における森林活用の意向調査/林野庁（森林サービス産業プロモーション共同

企業体） （調査期間：2020 年 6 月 26日～6 月 29日） 
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・2020 年度首都圏大企業管理職の地方への就業意識調査/株式会社みらいワークス （調査

期間：2020 年 9月 24 日～9月 27日） 

・「リモートワークで秋田暮らし」首都圏企業等アンケート調査/秋田県あきた未来創造部移

住・定住促進課 (調査期間：2020 年 10月 2 日～2020 年 10 月 21 日) 

・ニューノーマルの働き方に関する調査/ビッグローブ株式会社 

（調査期間：2020 年 9月 10 日～9 月 14日） 

・第 2回テレワークに関する就業者実態調査/慶應義塾大学経済学部大久保敏弘研究室、公

益財団法人 NIRA 総合研究開発機構（2020 年 4 月 1 日～4 月 7 日、6 月 5 日～6 月 18 日） 

・郊外・地方移転への意識に関する調査/株式会社クロス・マーケティング 

（調査期間：2020 年 9月 8日～ 9月 9 日） 

 


